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 貴職におかれましては、地域住民の健康増進、医療・歯科医療の確保のために尽力

しておられることに敬意を表します。 

 

本会は、県内 1320 名の会員で構成する医科・歯科の保険医の団体で、保険医療の

充実、県民の健康向上のために様々な活動に取り組んでいます。 

 

令和４年９月９日の第４回の物価・賃金・生活総合対策本部において、物価高騰に

対する追加策が取りまとめられ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」

の中に「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」が創設されることとな

りました。 

推奨事業メニューには、医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策

支援が掲げられ、医療機関等に対するエネルギー、食料品価格の高騰分など事業者支

援が盛り込まれています。 

 物価高騰に加え、新型コロナウイルス感染症への対応に直面している医療機関の現

場は緊迫した状況です。感染症対策に係る経費増や患者さんの受診控えによる収入減、

診療報酬のマイナス改定などで、地域医療を支える医療機関の経営基盤は脆弱です。 

 このような現状の中、食材料費や電気代等の光熱水費をはじめ、原油高や物価高騰

の影響は、市民生活、市民の生業のみならず、医療機関を直撃しています。 

とりわけ、診療報酬は公定価格のため、他の事業者と異なり価格転嫁することがで

きません。地域の医療機関の日常診療が立ち行かなくなれば、患者や地域住民への医

療提供、健康の確保に影響を及ぼします。 

つきましては、今回創設された交付金等を活用した医療機関への自治体独自の支援

策を急ぎ講じていただきますよう、下記を要望いたします。 

 

記 

 

一、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金等を活用し、医療機関を対象

にした、食材料費の値上げや光熱水費の高騰に対する支援策を講じること 

 

以上 


